
 

地域の特性を生かして 

高い付加価値を創出する事業を 

減税などで支援します！ 
 

神奈川県では、地域の特性を生かして高い付加価値を創出する事業を支援する地域

未来投資促進法に基づき、事業者の皆さまから地域経済牽引事業計画の申請を受け付

けています。 

神奈川県基本計画に基づいて地域経済牽引事業計画を作成いただき、県の承認を受

けると（承認要件は裏面参照）、設備投資に対する減税などの支援を受けることが可能

になります。 

 
 

 
 

１ 課税の特例 （要件は裏面参照） 

先進的な事業に必要な設備投資に対する減税 

 

 

 

 

 
 

２ サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業（ＩＴ導入補助金）等における 

審査上の加点措置 

３ 日本政策金融公庫による融資制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象設備 特別償却 税額控除 

機械装置・器具備品 取得価額×４０％ 取得価額×４％ 

 上乗せ要件を満たす場合 取得価額×５０％ 取得価額×５％ 

建物・附属設備・構築物 取得価額×２０％ 取得価額×２％ 

主な支援措置 

＜各種支援措置を受けるまでの流れ＞ 
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・基本計画の計画期間は平成30年５月28日から令和５年度末日 

・事業計画期間は５年以内で、令和５年度末日を超えて定めることが可能 

・要件２、３は、事業計画期間が５年を下回る場合、計画期間で按分した値 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
※課税の特例を受けるためには、「着工」は、地域経済牽引事業計画の県による承認後であることが必要 
また、「取得」は、国による課税特例の確認後であることが必要 

 

要件１：地域の特性を活用すること（①～⑨のいずれか） 

①京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区を中心とした医薬品、医療機器、再生医療等

製品関連産業の集積を活用したライフサイエンス分野 

②県西地域を中心とした健康関連産業の集積を活用した未病分野 

③さがみロボット産業特区を中心としたロボット関連産業の集積を活用したロボット分野 

④（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構をはじめとした研究機関・大学・企業等が持つ 

環境・エネルギー関連技術を活用した環境・エネルギー分野 

⑤古都鎌倉や東京 2020 オリンピック競技大会セーリング競技会場の江の島をはじめとした多様な

歴史・文化・スポーツ・自然・景観などの観光資源を活用した観光分野 

⑥（国研）情報通信研究機構をはじめとした研究機関・大学・企業等が持つＩｏＴ、ＡＩ関連技術

を活用した第４次産業革命関連分野 

⑦自動車、航空機部品、ＩＴ／エレクトロニクス等関連産業の集積を活用した成長ものづくり分野 

⑧（地独）神奈川県立産業技術総合研究所をはじめとした研究機関・大学・企業等が持つ新素材等

の技術を活用した成長ものづくり分野 

⑨三崎のマグロをはじめとした地域食材などの特産物を活用した６次産業分野 
 
要件２：高い付加価値を創出すること 
●付加価値増加分：6,600 万円超 ※付加価値額＝売上高－費用総額＋給与総額＋租税公課 
 
要件３：いずれかの経済的効果が見込まれること 
●取引額:10％増加 ●売上げ:10％増加 ●雇用者数:５％増加 ●雇用者給与等支給額:７％増加 

 

 

①先進性を有すること（特定非常災害で被災した区域を除く） 

具体的には、以下の通常類型又はサプライチェーン類型に該当すること 

【通常類型】労働生産性の伸び率４％以上又は投資収益率５％以上 

【サプライチェーン類型】・海外への生産拠点の集中の程度が 50％以上の製品を製造 

           ・事業を実施する都道府県内の取引額の増加率が５％以上 等 

②設備投資額が 2,000 万円以上 

③設備投資額が前年度減価償却費の 20%以上（※） 

④対象事業の売上高伸び率がゼロを上回り､かつ､過去 5 年度の対象事業に係る市場規模の伸び率より５%以 

上高いこと 

⑤適用実績がある場合は､旧計画が終了しており､その労働生産性の伸び率４％以上かつ投資収益率５％以上 

 （※）対象事業者が連結会社の場合には同一の連結の範囲に含まれる他の全ての会社の減価償却費を合算すること 

【上乗せ要件】 

要件⑥（（ア）または（イ））と要件⑦を満たすこと 

⑥（ア）直近事業年度の付加価値額増加率が 8%以上 

 （イ）対象事業において創出される付加価値額が３億円以上､かつ､事業を実施する企業の前事業年度と

前々事業年度の平均付加価値額が 50 億円以上 

⑦労働生産性の伸び率４％以上かつ投資収益率５％以上 

＊サプライチェーン類型・災害特例の事業は上乗せ要件の対象外 

検索 

地域経済牽引事業計画の承認要件（県） 

課税の特例の要件（国） 

ご相談・お問合せ 
神奈川県産業労働局産業部産業振興課新産業振興グループ（電話：045-210-5639） 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/sr4/chiikimirai/chiikimirai01.html  神奈川県 地域未来 


